
   鹿屋市税に関する文書の様式を定める規則の一部を改正する規則 

 鹿屋市税に関する文書の様式を定める規則（平成18年鹿屋市規則第76号）の一部

を次のように改正する。 

別表の35の２の項を次のように改める。 

35の２ 市民税・県民税・森林環境税申告書 条例第36条の２第２項 

別表の41の項を次のように改める。 

41 法人住民税更正（決定）通知書 法第321条の11第４項 

 別記第35－２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第35－２号様式 

 

 

 





 別記第41号様式を次のように改める。 

 



第41号様式



   附 則 

この規則は、令和５年12月25日から施行する。ただし、別記第35－２号様式の改

正規定は、令和６年１月１日から施行する。 







年 月 日  

 

    御中 

鹿屋市長      印 

 

法人住民税 更正（決定）通知書 

 

地方税法 321条の 11の規定により本書のとおり更正（決定）しましたので通知します。 

 

法人コード  受付番号  

法 人 名  

事業年度  年 月 日 ～  年 月 日 

 

更正（決定）対象の申告  

更 正 理 由  

  

 

この通知によって 

   す べ き 税 額 

 

円 

 

（単位：円）  

区分 更正前 更正（決定）後 差引増減 

法 

 

人 

 

税 

 

割 

 

額 

課税標準となる法人税額    

分割基準（総数） 
人 人 人 

分割基準 
人 人 人 

鹿屋市 
分の課税標準 

となる法人税額    

税  率 
％ ％  

算出法人税割額    

市町村民税の特定寄附金 

税額控除額    

税額控除超過額相当額の加算額    

外国関係会社等に係る控除対象 

所得税額等相当額の控除額（※１）    

外国の法人税等の額の 

控除額 
   

仮装経理に基づく法人 

税割額の控除額    

差引法人税割額    

均 

等 

割 

額 

均等割額    

算定月数 
月 月 月 

算出均等割額    

法人住民税額    
 
この通知書は黒色の電子公印を使用しています。  
（※１）外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額の略称を記載しています。  

法定納期限  年 月 日 

指定納期限  年 月 日 

この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書
を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に市長に
対して審査請求をすることができます。  
この決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係
る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内
に市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提
起することができます。  
なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する
裁決を経た後でなければ提起することができないことと
されていますが、①審査請求があった日から３か月を経
過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続
の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要
があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理
由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴え
を提起することができます。  

左記の納付すべき法人住民税額については法定納期限
の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、延滞金を
徴収します。  


